
１．は　じ　め　に

本報告は、2006年度〜2008年度の大学等環境安全協
議会プロジェクト「大学等おける、物質、機器等に関
する自主管理ルールの構築」をまとめたものである。

2004年４月国立大学の国立大学法人移行に伴い、そ
れまで国家公務員の職場の労働安全衛生を管理してき
た人事院規則に替えて、労働安全衛生法が全面的に適
用されることとなった。各国立大学は、これを受けて
労働安全衛生法を遵守すべく組織、設備、制度等の整
備を進めたが、短期間のうちに習慣を変えることは難
しく、現場は混乱を極めた。この状況下で、本来、一
般企業の製造現場等を想定して作られた法令を、大学
という目的も性格も異なる組織に適用させることは必
ずしも適切では無いという考え方の下に、好ましくは
大学には、大学に特化した法の整備が必要であること、
それが難しいようであれば、次善の策としては大学の
特殊事情を考慮した現行法の運用の緩和が必要である
と考えた。しかしながら、労働安全衛生法の本来の目
的が、職場環境の安全・衛生の確保であることから、
それを無視した単純な運用の緩和は、大学のエゴに過
ぎないと言える。そこで、ここでは、先ず大学として、
職場環境の安全・衛生の確保のための実現可能な自主

管理ルールを構築し、その上で運用の緩和を求める方
向性を考え、プロジェクトのテーマとした。

２．現　実　の　問　題

先にも述べたように、2004年３月以前には、国立大
学には労働安全衛生法が適用されていなかった。これ
は、国家公務員法附則第16条により国家公務員の事業
場である国立大学については、労働安全衛生法の適用
が除外されていたことによる。ただし、このことは国
家公務員および国家公務員の事業場の労働安全衛生が
守られていなかったということを意味するものではな
く、国家公務員および国家公務員の事業場については、
労働安全衛生法の役目を人事院規則が担っていた。実
際のところ、労働安全衛生に関する人事院規則は、内
容的には労働安全衛生法と同等である。ただ、人事院
規則には罰則規定が無いため、多くの大学においては、
厳密に守ることが困難であった可能性がある。当初、
大学関係者の多くは、自分たちが遵守すべきであった
人事院規則の存在自体あるいはその（労働安全衛生法
と同じであるという）内容について疎く、今まで遵守
義務の無かった労働安全衛生法の適用を理不尽と感じ
たようであるが、これについては考え違いであったこ
とを認識すべきである。

一方、労働安全衛生法の除外規定が適用されない公
立大学や私立大学のでは、2004年３月以前にも、本来
は労働安全衛生法が適用されていたはずであるが、実
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際には国立大学に準ずるものとして国立大学と同様に
考えられていたようである。さらに、高圧ガス保安法、
消防法等の安全に関わる法律については、国立大学
（法人化の前後とも）、公立大学、私立大学に一切関係
なく適用されていたはずであるが、こちらも法令の完
全遵守からは遠い存在であったと言える。これらにつ
いても、2004年４月以降はその運用が見直され厳格な
遵守が求められることとなった。

また、大学に於ける労働安全衛生法のその他の問題
としては、学生が教育研究の重要な部分を占めている
にも関わらず、労働者に該当しないためにこの法の適
用範囲外であること、グローバル化が進む中、海外か
らの研究者に日本人と同じ国家資格を求めることが難
しいことなどが挙げられる。

３．調　　　　査

（1）予備的検討
先ず、予備的検討として、より具体的な問題点を明

らかにするために、実際に東京大学の中で問題になっ
ている法規制について2005年秋から2006年始めにかけ
て学内で調査を行った。その結果を要望としてまとめ
たものを以下に示す。

１．作業環境測定及び特殊健診の基準緩和
２．有機溶剤の有機則適用除外申請の免除
３．小型卓上遠心機の、管理対象から除外
４．改造プレス機器等の安全基準緩和
５．麻薬等を用いた教育実習における、学生の要資
格基準免除

６．高圧ガスボンベ、管理基準緩和
７．危険物・毒劇物の同一保管庫保管
８．実験用げっ歯類の輸入にかかる届出の免除
９．研究・教育用原子炉等についての基準緩和

大学は、一般企業と比較して安全に対する意識が必
ずしも高くない。上記要望も安全の確保を前提として
の要望であるか否かは必ずしも明確とは言えないとこ
ろがあるが、この問題が必ずしも東京大学固有の問題
ではないと考えられること、および大学の「思い」と
いう点では最大公約数的なものであると考え、次に、
他大学に対し上記の問題に関する関心、行政等への働
きかけの協力の可否について問い合わせを行った。そ
れに対する回答の主だったところを下記に示す。

１．労働安全衛生法、その他環境安全衛生に関する
法律に対応するための、現実の課題をこなすのが
先。この分野で動くことに関心なし。

２．学内での安全意識植え付けが当面の課題。ここ
まで手が出ない。

３．趣旨はわかるが地元の監督署等は本学の実情を
十分に理解してくれており、運用面でも理解を示
してくれている。したがって、官庁と争うつもり
なし。

４．趣旨は賛成。

現実問題としては、この当時はどの大学であっても、
学内の環境安全衛生管理体制を整えるのに手一杯な時期
でもあり、１，２のような消極的な応答には納得できる
部分もあった。一方、３についてははかなりショックで
あり、この問題の難しさを改めて考えさせられた。

東京大学では、この結果を踏まえ、文部科学省、お
よび科学技術総合会議に対し、2005年末から2006年夏
にかけて上記要望について重要な規制緩和項目として
提言を行った。しかしながら、この提言は取り上げら
れるには至らず、文部科学省からは国立七大学で大学
間共通の課題としてこの議論を煮詰める様要望が出さ
れた。
このため、2007年１月の国立七大学副学長懇談会にて、

安全衛生管理に関し連携を深め情報交換を行う場として
七大学の安全衛生管理担当者の会合開催の提案を行っ
た。この提案は、同年５月の同上懇談会にて承認され、
同年８月に東京大学にて第１回国立七大学安全衛生管理
担当者連絡協議会が開催される運びとなった。

（2）国立七大学安全衛生管理担当者連絡協議会
第１回国立七大学安全衛生管理担当者連絡協議会で

は、先ず、問題意識を共有するために、各大学の安全
衛生管理体制や具体的な取組み事例の紹介、各大学が
抱えている課題の紹介とこれに対する意見交換が行わ
れた。一連の議論を通して各大学が有する共通課題が
数多く存在し、このような意見交換の場が非常に有効
であるとの共通認識が確認されるとともに、半年ごと
に国立七大学輪番で開催すること、主要な課題につい
て各大学に分担を割り振ってとりまとめをすることな
どが提案された。ここで主な課題としてあげられたの
は以下の項目である。

１．安全衛生管理体制
２．高圧ガス管理
３．作業環境測定
４．安全教育
５．実験室等の安全管理
６．化学物質等管理
７．労働衛生
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８．労働災害事故等

このように、労働安全衛生関連の法律の大学への適
合性を考える場が、この国立七大学安全衛生管理担当
者連絡協議会にできたことから、本プロジェクトは、
この協議会の場で進めていくこととした。

本協議会は、その後2008年２月京都大学、2008年８
月名古屋大学、2009年２月九州大学と続けられた。特
に2008年２月の京都大学の協議会では、国立七大学以
外の数多くの国立大学が情報交換や課題の共有を求め
ていることを受けて、地域協議会の開催が決められ全
国の国立大学とも情報共有が進められている。また、
2009年２月の九州大学での協議会では、大学・研究機
関のための安全衛生関連法についての討議が進められ
た。これらの協議会の中で、安全衛生管理に係る現行
法令の適用の問題点としては、まず大学における研究
の（企業の製造現場と比較した）特異性として

１．研究は定常的な作業は少なく、非定常作業で構
成されることが多い

２．研究は新規分野を対象とし、法令等で規定され
ていない部分が多い

３．研究で用いられる機器は機器そのものの開発が
目的であることも少なくない

４．先端研究は秘密保持が求められる
５．研究者（研究指導者）は研究分野の専門家である

の５項目を挙げ、教育研究現場においては、これら
の特異性故に、安全第一を大前提としても、民間企業
の定常的な生産活動を対象とした各種法令の全面的な
適用は実際上無理があり、場合によっては教育研究活
動の支障となることがあると結論づけた。

次に、現在大学の安全衛生管理面で特に対応が必要
と考えられる主たる法令を以下に示す。

（1）労働安全衛生法 （2）高圧ガス保安法
（3）化学兵器禁止法 （4）火薬類取締法
（5）消防法 （6）毒物および劇物取締法
（7）麻薬および向精神薬取締法（8）覚せい剤取締法
（9）廃棄物処理法 （10）PRTR法
（11）下水道法 （12）悪臭防止法
（13）農薬取締法 （14）学校保健安全法
（15）感染症法 （16）カルタヘナ法
（17）放射線障害防止法 （18）核原料物質・核燃料物質及び

原子炉の規制に関する法律
（19）建築基準法 （20）各地方自治体の条例

この中で、大学に対する安全衛生管理に関する法令
の厳密な適用が問題としてあげられており、大学の安
全衛生管理上見直しが望まれる事例を、以下に示す提
言の形とした。

・労働安全衛生法
工場のように化学物質を大量かつ常態的に使用し

ている事例と異なり、大学は少量多品種の化学物質
等を不定期、短期間、低頻度に使用している例が大
半である。中には、一時的あるいは一回限りの使用
の例もある。

このことを踏まえると、「化学物質の使用実態にそ
ぐわない作業環境測定」「取扱い数量や頻度を考慮し
ない一律的な特殊健康診断」「小型の実験用機器およ
び特殊な研究用機器に対して法定安全基準や管理基
準の適用が困難」等の問題点がある。

これらの問題点に対しては、現実に対応した法令
の運用が望ましいと考える。

・高圧ガス保安法
大学では建物内の分散した場所で高圧ガスボンベ

を使用している。30m以内の隣接建物は、高圧ガス
貯蔵量を合算することが定められているが、近年の
建物は大型化・高層化しており、また既存の建物間
の距離を30m以上確保することは現状として困難な
状況である。

しかしながら高圧ガスボンベの建物内保有量やそ
れらの建物を合算する現行法では、その貯蔵量によ
り、第一種または第二種貯蔵所として許可申請や届
出を求められる場合もある。加えて都道府県の高圧
ガス担当者により、法令の解釈が異なるケースもあ
り、大学間での対応の差が生じていることも問題で
ある。

この他、有毒ガスに対するシリンダーキャビネッ
トについても現状にそぐわない例示基準が示されて
いるが、個別のガスの特性に対応した合理的な基準
制定が必要と考えられる。

特に高圧ガス事業者とは使用状況や貯蔵量の実態
が異なる大学において、高圧ガス保安法では同様の
対応を求められており、大学の実験室での高圧ガス
ボンベの使用実態を考慮したKHK（高圧ガス保安協
会）基準などの変更が必要であると考えられる。

・毒物および劇物取締法と消防法との関連
消防法では法に定める危険物と毒劇物を分けて保

管することが求められているが、薬品保持料の少な
い研究室では別個の保管庫を準備することは困難で
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ある。耐震、耐火、施錠措置のとられた保管庫内部
で分離して保管管理する措置の考慮も必要と考えら
れる。

３．お　わ　り　に

本プロジェクトでは、当初、労働安全衛生関連の法
律が必ずしも大学に馴染まないことを認識する一方、
元々の法の精神を重要視し、同時に大学のエゴを顕在
化させない解決策として、自主管理ルールという考え
方を前面に出したテーマを設定した。

しかしながら、この問題を精査し、また関係省庁等
の考え方を確認したところ、それほど単純に解決する
問題ではないことが理解され、自主管理ルールの構築
を目指すことは断念せざるを得なかった。しかしなが
ら、国立七大学安全衛生担当者連絡協議会という場を
設定し、その中で多くの関係者の意見を集約して方向
性を定め、上記のような提言をまとめることができた
ことは特筆に値すると思われる。

上記、国立七大学安全衛生担当者連絡協議会は、本
プロジェクトが終了した2009年３月以降も続けられて
おり、2010年２月大阪大学では、一連の検討結果を中
間報告として取りまとめ報告している。その中で、安
全衛生関連の法令への対応としては、これまで大学の
安全衛生管理については真剣な検討が行われてきてい
なかったこと、しかしながら、安全・安心の確保は企
業のみならず大学の教育研究活動にも強く求められ、
適切な安全衛生管理なくして大学の存在は社会的に許
されないこと、一方で、創造性を重視し新規分野での
成果を求められている大学の教育研究活動に大きな制
約を与えてはならないことから、大学に適した安全衛
生管理に関する法体系の構築ができていることが望ま
しいとしている。さらに、グローバルスタンダードと
の整合性が必要であること、そして、これを求める活

動に関しては大学間の連携がきわめて重要であるとし
ている。

また、国立七大学安全衛生担当者連絡協議会で検討
された高圧ガス保安法関連の問題点では、経済産業省、
高圧ガス保安協会等との検討委員会が立ち上がり、先
にあげた貯蔵量の合算規定の緩和に関する検討が進ん
でいる。

さらに、経済産業省の委託事業である、平成22年度
産業技術調査事業として、株式会社日本総合研究所に
おいて「大学等の試験研究活動に影響を与える規制・
制度の調査研究」が行われ、平成23年２月に調査報告
書が発行されている。この事業も本プロジェクト並び
に国立七大学安全衛生担当者連絡協議会の活動がその
きっかけになっていると思われる。
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tion or administrative control fit for universities is the main purpose of this project. 
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